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『財政と公共政策』投稿規定

　本誌は，財政と公共政策に関する幅広い領域の理論的・実証的研究の成果を公表し，相互交流を促すこ
とによって財政学研究，および公共政策研究の更なる深化・発展に寄与していくことを目指しています．
本誌の発行は財政学研究会を母体としていますが，上述の目的のために会員だけでなく広く非会員の方々
からの本誌への投稿も歓迎します．
　本誌への投稿論文は，財政学研究会内に設けられた『財政と公共政策』編集委員会によって受理され，
編集委員会の選任した複数の査読者による審査の上，掲載を許可されたものが掲載されます．なお，投稿
を希望される方は，以下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます．

投 稿 規 程
［本誌の扱う内容］
　財政学（予算論，経費論，租税論，公債論，地方財政論，国際財政論，財政政策論，財政思想，財政史
等），国家・自治体論，地方自治論，ガバナンス論，規制緩和，民営化，公益事業論，公共政策論（環境政
策，交通政策，国土政策，都市政策…）等関連領域．

［投稿論文の受理］
　投稿論文は随時受け付けています．到着した原稿を事務局が確認し，投稿規程を満たしたものと判断され
たものから順次査読に入り，査読終了後に掲載が決定したものから順番に，年2回発行（5月，10月）される
本誌に掲載していくことにします．なお，投稿された論文は，採択の可否にかかわらず返却されません．

［投稿論文の種別］
　投稿論文には．研究論文，研究ノート，展望論文の3種類があり，原則として査読付です。制限字数は，
Microsoft Wordのカウントで，研究論文20000字，研究ノート12,000字，展望論文16,000字です．ただし制
限字数は全て図表込みの数字です．図表を用いる場合は1点を800字と計算し，5点までを上の字数に含める
ことができます．また，総字数が上記の制限字数を超える場合，受理致しませんので．あらかじめご留意
下さい．なお，抜き刷りにつきましてはご要望に添えかねますので，ご了承ください．

［投稿料］
　財政学研究会会員は無料，非会員は有職者の方が1万円，大学院生の方は5千円となります．

［論文提出要領］
　投稿を希望される方は，Microsoft Wordによる文書ファイルを下記の投稿論文送付先に提出して下さ
い．なお，上記の文書ファイルではなくハードコピーにて投稿を希望される方は本研究会までお問い合わ
せ下さい．また，掲載が決定した場合には，Microsoft Word，による文書ファイルを提出して頂くことに
なりますので，あらかじめご留意下さい．図表をファイルとして提出する場合には，上記ワープロソフトで
作成できるもの以外には，Microsoft Excel，PDFによって作成されたものに限り，受領することが可能で
す．それ以外のものは．鮮明な印刷原稿．またはコピーをご用意下さい．なお，投稿論文には以下の内容を
記載した表紙を添付して下さい．①論文タイトル②投稿者の氏名③連絡先（住所，電話・FAX番号．Eメー
ルアドレス）④英文タイトル⑤英文氏名⑥内容要約（日本語，約200字）⑦論文のキーワード（5語以内）．

［査読について］
　投稿原稿の査読は，原則として査読 1回，再査読 1回の計 2回で行います．

［投稿論文送付先］
財政学研究会事務局
〒 606-8501　京都市左京区吉田本町　京都大学大学院経済学研究科財政学（諸富）研究室内
　　　　　　Tel：075-753-3510
　　　　　　Fax：075-753-3492
　　　　　　E-mail：zsgkk.admn@gmail.com
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　本特集は2014年 12月 20日に京都大学にて開催された財政学研究会冬
シンポジウムの記録である．
　シンポジウムは，日本公害研究の第一人者である宮本憲一先生のご著書『戦
後日本公害史論』の出版を記念して開催された．日本の公害問題における戦
前の経験や、戦後憲法体制やその基での住民運動，革新自治体の登場の社会
的意義，さらに公害問題に対する行政の持つ欠陥といった問題を政治経済的
に裁断しつつ，さらに公害問題の本質を個々の企業の問題ではなく，資本主
義の本質でありシステムの問題として捉えることの重要性についてご講演を
いただいた．
　一橋大学の寺西俊一先生，立教大学の淡路剛久先生，大阪市立大学の除本
理史先生，京都大学の植田和弘先生より本書の学術的な意義をめぐりコメン
トをいただいた．さらに，宮本憲一先生からのご講演やリプライを受け，フ
ロアを交えた活発な議論が交わされた．

松島圭祐（京都大学大学院）

　　　　　　

　　　　　　  宮本憲一先生出版記念講演録
特  集



　本特集は2015年 4月 25日に京都大学にて開催された財政学研究会春
のシンポジウムの記録である．
　シンポジウムにおいては「生物多様性保全と経済学」といったテーマのもと，
種の多様性，生態系サービスのメカニズム，経済問題としての生物多様性問
題を明らかにしつつ，保全・開発の議論，またグローバルな視点から金融と
生物多様性の関わりも含めご講演を頂いた．
　講演後，フロアとも，生物多様性に関する活発な意見交換も行われた．池
上惇先生（京都大学名誉教授）からも国連をはじめとする多くの国際組織の
発展に伴う新しい視点での経済的考察との講評も頂き，活発な議論の中で会
は閉会した．
　以上のように，慶応大学の大沼あゆみ先生から数々の生物多様性に関わる
論者の考えを抽出頂き，大変勉強となる御講演を頂いた．
　本シンポジウムは，大沼先生の近著『生物多様性保全の経済学』に基づい
ている．より詳しい議論については，当著書や，『財政と公共政策』本号の吉
田先生の書評論文を参照頂きたい．

井上博成（京都大学大学院）

　　　　　2015年　財政学研究会　春のシンポジウム

　　　　　　  「生物多様性保全の経済学」
特  集



財政学研究会会則

Ⅰ　名称及び目的
　 　本会は財政学研究会と称し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野における共同研究、な
らびに教育方法の研究をすすめることを目的とする。

Ⅱ　所　在　地
　　京都市左京区吉田本町京都大学経済学部内財政学（植田）研究室に本会事務局を置く。

Ⅲ　会員並びに入会規定
　 　会員及び院生会員を定める。会員及び院生会員は所定の会費を納入し、本会の運営及び共同研
究活動に参加する。会員及び院生会員の入会は、会員二名の推薦にもとづき総会においてこれを
決定する。院生会員から会員への移行については別途定める。

Ⅳ　会　代　表
　　本会代表一名を総会で選出する。会代表は総会の招集を行う。

Ⅴ　総　　　会
　 　少なくとも年一回は総会を開催し、年間共同研究計画の作成、入会者の決定、会計報告、運営
委員の選出等を行う。また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することができる。

Ⅵ　運営委員会
　 　総会において運営委員若干名を選出し運営委員会を組織する。運営委員会は次の総会までの会
務を執行し、必要に応じて事務局を置くことができる。

Ⅶ　会　　　費
　　会員より年間会費5,000円を徴収する。三ヵ年以上にわたり会費を納めないものは、原則として
会員たる資格を失う。院生会員の会費については別途定める。会費の変更は総会が決定する。

Ⅷ　会計監査及び予算
　　総会は年間予算を決定し会計監査一名を選出する。会計監査委員は年一回会計監査を行う。

Ⅸ　研究活動
　　本会は次の諸活動を行う。
　　（１）定例研究会及び合宿研究会
　　（２）専門別研究部会の設置、運営
　　（３）機関誌の編集、発行、普及
　　（４）プロジェクト研究及び出版
　　（５）その他

Ⅹ　『財政と公共政策』
　１ ．本会機関紙、『財政と公共政策』を年二回発行する。総会において編集委員会を設置し、編集
委員会がその編集、発行を行う。編集委員会の規則は別途定める。

　２．定期購読者は実費（送料込）で『財政と公共政策』を購入する。

ⅩⅠ　付　　　則
　　本会に必要な改正は、総会において行う。
　　本会則は1979年4月28日付で発効する。
　　本会則は2006年8月28日に改正され、同日付で発効する。
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